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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第３期中の中間純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等による

ものであります。 

４．第４期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第３期中 第４期中 第５期中 第３期 第４期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 (百万円) 19,787 22,153 23,464 40,826 42,608 

経常利益 (百万円) 558 1,176 688 1,245 1,991 

中間（当期）純利益 (百万円) 16 716 417 641 1,317 

純資産額 (百万円) 19,849 22,978 25,908 21,208 26,351 

総資産額 (百万円) 48,335 51,867 56,338 51,728 57,695 

１株当たり純資産額 (円) 652.08 672.29 671.90 696.54 684.57 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 
(円) 0.54 23.26 12.27 20.66 41.41 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 41.1 44.1 40.6 41.0 40.4 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 1,229 1,833 272 2,538 3,649 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △1,067 △1,192 △1,058 △2,022 △1,098 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △892 △295 178 △1,521 △925 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
(百万円) 2,648 2,785 3,455 2,439 4,064 

従業員数 (人) 347 414 549 384 534 



(2）提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第３期中の中間純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるも

のであります。 

４．第４期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

回次 第３期中 第４期中 第５期中 第３期 第４期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 (百万円) 11,191 14,443 13,936 23,441 28,318 

経常利益 (百万円) 470 775 545 1,169 1,470 

中間（当期）純利益又は

中間（当期）純損失(△) 
(百万円) △244 283 337 541 356 

資本金 (百万円) 3,402 4,013 4,013 3,402 4,013 

発行済株式総数 (株) 31,696,410 34,148,410 34,148,410 31,696,410 34,148,410 

純資産額 (百万円) 19,335 22,212 21,646 20,926 22,147 

総資産額 (百万円) 40,558 43,284 42,556 43,136 42,936 

１株当たり純資産額 (円) 633.70 650.86 634.35 685.57 649.03 

１株当たり中間（当期）

純利益金額又は１株当た

り中間（当期）純損失金

額（△） 

(円) △8.02 9.18 9.88 17.34 11.17 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

(円) － － － － － 

１株当たり配当額 (円) － － 3.0 6.0 6.0 

自己資本比率 (％) 47.7 51.3 50.9 48.5 51.6 

従業員数 (人) 164 172 182 165 167 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社、連結子会社及び持分法適用会社（以下「当社グループ」という。）が営む事

業の内容について、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は総数の100分の10未満のため記載を省略しております。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

３．不動産賃貸事業につきましては、環境リサイクル事業に係る従業員１名及び全社（共通）に係る従業員が 

３名兼務しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 顧問・派遣社員・パートタイマー（５人）を除いた在籍従業員数は187人でありますが、記載している従業員

数には社外からの出向者（13人）を含み、社外への出向者（18人）は含みません。 

(3）労働組合の状況 

 提出会社には、デイ・シイ労働組合が組織されており、平成19年９月30日現在の組合員数は140人で、日本化学

エネルギー産業労働組合連合会に属しております。 

 なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

セメント関連事業 165 

骨材事業 69 

環境リサイクル事業 7 

不動産賃貸事業 0 

生コンクリート・コンクリート二次製品事業 164 

管路事業 88 

全社（共通） 56 

合計 549 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 182 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、米国経済の減速懸念や原油価格の高騰など不透明な要因がありまし

たものの、民間設備投資が底堅く推移するなど、全体としては緩やかながら拡大を続けてまいりました。 

しかしながら、当社グループを取り巻く経営環境は、公共投資の減少に加え、住宅投資において本年６月の改正建

築基準法施行に伴う建築確認審査の遅れが響き、新築住宅の着工に急ブレーキがかかり、主力事業であるセメント関

連事業、生コンクリート・コンクリート二次製品事業及び管路事業にとり、大変厳しい状況となりました。 

このような状況の下、当中間連結会計期間の業績につきましては、売上高は、当中間連結会計期間からエバタ株式

会社が連結対象子会社となりましたため、23,464百万円と前中間連結会計期間と比べ1,310百万円増収となりまし

た。しかしながら、セメント関連事業におけるセメント及びスラグ関連製品の販売数量の減少及び管路事業における

売価の低迷等により、経常利益は688百万円と前中間連結会計期間と比べ488百万円減益、中間純利益は417百万円と

前中間連結会計期間と比べ298百万円の減益となりました。  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

〔セメント関連事業〕 

セメント業界におきましては、官需は公共投資の削減により低迷し、また、民需も改正建築基準法による建築確

認審査の遅れにより、新築住宅の着工戸数が大幅に減少するなど、国内需要は低水準のまま推移いたしました。こ

のため、当中間連結会計期間における国内セメントメーカーの総販売数量は3,171万ｔと前中間連結会計期間と比

べ122万ｔの減少となりました。 

このような状況の下、売上高につきましては、エバタ株式会社のセメント関連事業の売上高が含まれたことによ

り増加いたしました。一方、利益面では、川崎工場においてセメント製造設備の老朽化対策工事等を実施し、生産

性の向上に取り組んだものの、セメント及びスラグ関連製品の販売数量が減少したことに加え、販売価格につきま

しても依然として低水準にあったため、厳しい状況が続きました。 

その結果、当事業の売上高は5,137百万円と前中間連結会計期間と比べ420百万円増収となりましたものの、営業

利益は33百万円と前中間連結会計期間と比べ225百万円減益となりました。 

〔骨材事業〕 

骨材事業の主力市場である東京都、神奈川県、千葉県及び埼玉県の生コンクリート出荷数量は、住宅投資の低迷

により、1,416万㎥と前中間連結会計期間と比べ53万㎥の減少となりました。 

このような状況の下、生コンクリート用骨材の出荷数量は減少しましたものの、東京国際空港(羽田空港)再拡張

工事の開始により土木用骨材の出荷数量は増加いたしました。また、生産面では、引き続き原価低減に努めるとと

もに、同工事向け山砂の安定的な供給を図りました。 

その結果、当事業の売上高は6,342百万円と前中間連結会計期間と比べ216百万円増収となり、営業利益は215百

万円と前中間連結会計期間と比べ87百万円増益となりました。 

〔環境リサイクル事業〕 

環境リサイクル事業におきましては、可燃性廃棄物につきましては、セメント関連製品の原価低減に資するべく

鋭意数量確保に努めましたため、前中間連結会計期間を若干上回る結果となりました。しかしながら、建設発生土

の大型物件が一段落したことなどにより、取扱数量は、前中間連結会計期間を下回ることとなりました。 

その結果、当事業の売上高は3,058百万円と前中間連結会計期間と比べ549百万円減収となり、営業利益は174百

万円と前中間連結会計期間と比べ126百万円減益となりました。 



〔不動産賃貸事業〕 

不動産賃貸事業におきましては、既存取引先との取引を維持するとともに引き続き不動産の有効活用を図りまし

た。 

 その結果、売上高は428百万円と前中間連結会計期間と比べ7百万円増収となり、営業利益は253百万円と前中間

連結会計期間と比べ47百万円増益となりました。 

〔生コンクリート・コンクリート二次製品事業〕 

生コンクリート事業におきましては、高付加価値商品である高性能特殊生コンクリートの営業強化等に取り組み

ました。また、コンクリート二次製品事業につきましては、鋭意拡販に努めましたものの、住宅着工件数の低迷に

伴う需要減少の影響により、厳しい状況が続きました。 

その結果、当事業の売上高は7,070百万円と前中間連結会計期間と比べ211百万円減収となり、営業利益は25百万

円と前中間連結会計期間と比べ101百万円減益となりました。 

〔管路事業〕 

当中間連結会計期間から新たな事業として追加された管路事業におきましては、他社製品との価格競争による販

売単価の下落及び原油高による原材料費の高騰などにより、売上高は1,427百万円、営業損失は42百万円となりま

した。 

なお、当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更しております。その影響額つきましては、「第５ 

経理の状況 １（１）中間連結財務諸表 （セグメント情報） 事業の種類別セグメント情報 （当中間連結会計期

間）」の（注）５に記載しております。 

また、前年同期比較につきましては、変更前の数値で行っております。 

(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間連結会計期間

末に比べ、営業活動等による1,561百万円減少、投資活動による133百万円増加及び財務活動等による473百万円増加

により、当中間連結会計期間末には3,455百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、272百万円（前年同期比85.1％減）であります。 

その主なものは、減価償却費の972百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、1,058百万円（前年同期比11.2％減）であります。 

その主なものは、有形固定資産の取得による1,402百万円の計上によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は、178百万円（前年同期は295百万円の使用）であります。 

その主なものは、短期借入金の借入によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の主要な生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）管路事業は、当中間連結会計期間から新たにセグメントに追加されたため、前年同期比較は行っておりません。 

(2）商品の仕入実績 

 当中間連結会計期間の商品の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）管路事業は、当中間連結会計期間から新たにセグメントに追加されたため、前年同期比較は行っておりません。 

(3）受注状況 

 当社グループは受注生産を行っておりません。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．管路事業は、当中間連結会計期間から新たにセグメントに追加されたため、前年同期比較は行っておりませ

ん。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先の販売実績及び当該販売実績の総販売実績

に対する割合は次のとおりであります。 

（注）本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

セメント関連事業（百万円） 3,075 97.4 
骨材事業（百万円） 912 98.8 
生コンクリート・コンクリート二次製品事業（百万円） 2,879 113.9 
管路事業（百万円） 1,039 － 

合計（百万円） 7,907 － 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

セメント関連事業（百万円） 1,244 137.3 
骨材事業（百万円） 4,495 97.4 
環境リサイクル事業（百万円） 2,749 143.6 
生コンクリート・コンクリート二次製品事業（百万円） 2,901 80.1 
管路事業（百万円） 147 － 

合計（百万円） 11,536 － 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

セメント関連事業（百万円） 5,137 108.9 
骨材事業（百万円） 6,342 103.5 
環境リサイクル事業（百万円） 3,058 84.8 
不動産賃貸事業（百万円） 428 101.8 
生コンクリート・コンクリート二次製品事業（百万円） 7,070 97.1 
管路事業（百万円） 1,427 － 

合計（百万円） 23,464 － 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

太平洋セメント㈱ 3,463 15.6 3,158 13.5



３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

(1）セメント関連事業（生コンクリート・コンクリート二次製品事業を含む） 

当社グループのセメント関連事業に係る研究開発活動は、当社事業開発部、セメント事業本部川崎工場生産課及

び営業部営業技術課が中心となって、当社固有の技術を活かしたセメント・コンクリート・コンクリート二次製品

などの基礎技術を基にして、時代の要請に応える高品位セメントの開発、廃棄物の有効利用を進めてまいりまし

た。 

当中間連結会計期間は、廃棄物を活用した地盤改良材及びコンクリート材料への適用に関する研究開発を中心に

行ってまいりました。 

上記研究開発部門に関係する人員は13名であり、当中間連結会計期間の研究開発費は89百万円であります。 

(2）骨材事業 

当社グループの骨材事業に係る研究開発活動は、当社事業開発部及び資源事業本部生産部が中心となって、骨材

を採掘した跡地を緑化再生するための緑化培養土の開発など新分野への進出の取り組みを進めております。 

上記研究開発に関係する人員は２名であり、当中間連結会計期間の研究開発費は３百万円であります。 

(3）環境リサイクル事業 

当社グループの環境リサイクル事業に係る研究開発活動は、当社事業開発部、環境リサイクル事業部及びセメン

ト事業本部川崎工場生産課が連携し、セメント製造に係る廃棄物の有効利用の調査などを進めてまいりました。 

上記調査に関係する人員は２名であり、当中間連結会計期間の研究開発費は５百万円であります。 

(4）不動産賃貸事業 

特に記載すべき研究開発活動は行っておりません。 

(5）管路事業 

当社グループの管路事業に係る研究開発活動は、エバタ㈱開発部及び技術部が中心となって、再生プラスチック

を素材とする雨水貯留関連製品の研究開発活動を行ってまいりました。 

上記研究開発に関係する人員は９名であり、当中間連結会計期間の研究開発費は49百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等についての重要な

変更は、次のとおりであります。 

①新設 

セメント関連事業において、当社川崎工場の４号キルン用ＫＴＲ連続投入新設工事については、計画の延期と

なりました。 

また、当社川崎工場のクリンカーホール老朽化対策（第三期）工事については、平成19年９月の完成を予定し

ておりましたが、平成20年２月に延長されました。 

②改修 

セメント関連事業において、当社川崎工場で４号煙突修理工事として計画していた工事は、５号煙突補修工事

に変更されました。 

(2) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について完了した

ものはありません。 

(3) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の改修の計画は次のとおりであります。 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手及び完成予定年月 

備考 
総額 

（百万円） 
既支払額 
（百万円） 

着手 完了 

当社 

川崎工場 

神奈川県

川崎市 

セメント関

連  

４号キルンNo.

２、３支点中

間シェル切替

工事  

56 － 自己資金  
平成19年 

12月  

平成20年 

１月  
 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 70,000,000 

計 70,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 34,148,410 34,148,410 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 34,148,410 34,148,410 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成19年４月１日～ 

 平成19年９月30日 
－ 34,148,410 － 4,013 － 4,588 



(5）【大株主の状況】 

（注）１．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数の

うち信託業務に係る株式数はそれぞれ764千株、846千株であります。 

なお、それらの内訳は、日本マスタートラスト信託銀行株式会社については、投資信託設定分が540千株、年

金信託設定分が224千株、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社については、投資信託設定分が712千

株、年金信託設定分が134千株となっております。 

２．ブルー・スカイ・キャピタル・マネジメント・プロプライアタリー・リミテッドから平成19年５月11日付で提

出された大量保有報告書の写しにより、平成19年５月２日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を

受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記

大株主の状況は株主名簿によっております。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

太平洋セメント株式会社 東京都中央区明石町８番１号 9,618 28.17 

モルガン・スタンレー・アンド・カ

ンパニー・インターナショナル・ピ

ーエルシー 

（常任代理人 モルガン・スタンレ

ー証券株式会社） 

25 CABOT SQUARE,CANARY WHARF, 

LONDON E144QA ENGLAND 

（東京都渋谷区恵比寿４丁目２０－３

恵比寿ガーデンプレイスタワー） 

5,866 17.18 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３－３ 1,518 4.45 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目１１－３ 1,257 3.68 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社(信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 936 2.74 

株式会社横浜銀行 
神奈川県横浜市西区みなとみらい 

３丁目１－１ 
920 2.69 

国際企業株式会社 東京都中央区銀座７丁目１２－１８ 630 1.84 

日鉄鉱業株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３－２ 600 1.76 

ザ チェース マンハッタン バン

ク エヌエイ ロンドン エス エ

ル オムニバス アカウント 

（常任代理人 株式会社みずほコー

ポレート銀行兜町証券決済業務室） 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET  

LONDON EC2P 2HD,ENGLAND 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

519 1.52 

シービーエヌワイ デイエフエイ 

インターナショナル キャップ バ

リュー ポートフォリオ 

（常任代理人 シティバンク銀行株

式会社） 

1299 OCEAN AVENUE,11F,SANTA MONIC

A.CA 90401 USA 

（東京都品川区東品川２丁目 

３－１４） 

442 1.29 

計   22,306 65.32 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（株） 

株券等保有割合 

（％） 

ブルー・スカイ・キャピタ

ル・マネジメント・プロプ

ライアタリー・リミテッド  

オーストラリア、ニューサウス

ウェールズ州2095、シドニー、

マンリー、１リアルト・レーン  

株式  5,561,000 16.29 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）完全議決権株式（自己株式等）は、自己株式25,000株と相互保有株式222,000株であります。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は東京証券取引所市場第１部の市場価格によったものであります。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  247,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 33,839,000 33,839 － 

単元未満株式 普通株式   62,410 － 
１単元（1,000株）未

満の株式 

発行済株式総数 34,148,410 － － 

総株主の議決権 － 33,839 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱デイ・シイ 

（自己株式） 

川崎市川崎区

浅野町1-1 
25,000 － 25,000 0.07 

㈱三好商会 
横浜市西区 

北幸2-8-4 
200,000 － 200,000 0.59 

神奈川太平洋 

生コン㈱ 

横浜市西区 

北幸2-8-4 
20,000 － 20,000 0.06 

旭企業㈱ 
横浜市西区 

北幸2-8-4 
1,000 － 1,000 0.00 

旭自動車整備㈱ 
横浜市西区 

北幸2-8-4 
1,000 － 1,000 0.00 

計 － 247,000 － 247,000 0.72 

月別 平成19年４月 平成19年５月 平成19年６月 平成19年７月 平成19年８月 平成19年９月 

最高（円） 639 649 689 694 682 657 

最低（円） 601 622 615 630 609 600 



３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）役職の異動 

 (注） 当社では、執行役員制度を導入しております。執行役員の区分、担当業務の異動は、次のとおりであります。

（※印を付した各氏は取締役と兼務） 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役 

セメント事業本部長

兼川崎工場長兼海外

事業推進室・事業開

発部・技術情報室担

当 

取締役 

セメント事業本部長

兼環境リサイクル事

業部・海外事業推進

室・事業開発部担当

蓑手 修 平成19年10月１日 

取締役 

管理本部長兼総合管

理部長兼環境リサイ

クル事業部長 

取締役 管理本部長 山口 信利 平成19年10月１日 

新区分 新担当業務 旧区分 旧担当業務 氏名 異動年月日 

常務執行役員 

セメント事業本部長

兼川崎工場長兼海外

事業推進室・事業開

発部・技術情報室担

当 

常務執行役員 

セメント事業本部長

兼環境リサイクル事

業部・海外事業推進

室・事業開発部担当

※蓑手 修 平成19年10月１日 

執行役員 

管理本部長兼総合管

理部長兼環境リサイ

クル事業部長 

執行役員 管理本部長 ※山口 信利 平成19年10月１日 

執行役員 
新生工業株式会社 

代表取締役社長 
執行役員 

セメント事業本部副

本部長兼川崎工場長
 西田 裕俊 平成19年10月１日 

執行役員 技術情報室長 執行役員 事業開発部長  鯉渕 清 平成19年10月１日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（百万円） 

構成比
（％） 金額（百万円） 

構成比
（％） 金額（百万円） 

構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     2,785 3,455   4,064 

２．受取手形及び売掛
金 

※６    10,763 11,953   11,844 

３．たな卸資産     2,137 3,211   2,810 

４．短期貸付金     110 11   10 

５．繰延税金資産     273 209   367 

６．その他     340 300   238 

貸倒引当金     △49 △68   △64 

流動資産合計     16,361 31.5 19,073 33.9   19,270 33.4

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1) 建物及び構築物 ※４ 7,252   7,317 7,477   

(2) 機械装置及び運
搬具 ※４ 4,892   5,578 5,854   

(3) 土地 ※４ 6,665   9,346 9,416   

(4) 建設仮勘定   673   1,663 878   

(5) その他   159 19,643 250 24,157 268 23,896 

２．無形固定資産           

(1) 採取権   2,413   2,392 2,461   

(2) その他   209 2,623 277 2,669 242 2,704 

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※５ 11,853   9,257 10,443   

(2) 長期貸付金   89   27 30   

(3) 長期前払費用   296   284 296   

(4) 繰延税金資産   56   45 48   

(5) その他 ※４ 1,054   967 1,132   

貸倒引当金   △111   △141 △124   

投資損失引当金   － 13,239 △2 10,438 △2 11,824 

固定資産合計     35,506 68.5 37,265 66.1   38,425 66.6

資産合計     51,867 100.0 56,338 100.0   57,695 100.0 

            

 



    前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 注記 
番号 

金額（百万円） 構成比
（％）

金額（百万円） 構成比
（％）

金額（百万円） 構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

※４ 
※６ 

  6,339 7,162   7,001 

２．短期借入金 ※４   7,029 10,799   7,025 

３．一年以内償還予定
社債     100 50   100 

４．未払金     468 381   601 

５．未払費用 ※４   1,859 2,081   1,975 

６．未払消費税等     79 40   79 

７．未払法人税等     282 332   403 

８．繰延税金負債     1 0   0 

９．修繕引当金     43 26   61 

10．預り保証金     117 －   － 

11. 賞与引当金     － 99   104 

12. 役員賞与引当金     － －   12 

13．その他     581 330   373 

流動負債合計     16,902 32.6 21,306 37.8   17,739 30.7

Ⅱ 固定負債           

１．社債     50 －   － 

２．長期借入金 ※４   6,103 2,204   5,531 

３. 預り保証金     791 733   721 

４．繰延税金負債     3,393 3,225   3,806 

５．再評価に係る繰延
税金負債      195 195   195 

６．退職給付引当金     966 1,321   1,303 

７．役員退職慰労引当
金 

    267 332   763 

８．緑化対策引当金     93 108   112 

９．跡地整地引当金     108 118   115 

10．負ののれん     － 872   1,040 

11．その他     14 11   14 

固定負債合計     11,986 23.1 9,123 16.2   13,604 23.6

負債合計     28,889 55.7 30,430 54.0   31,344 54.3

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     4,013 7.7 4,013 7.1   4,013 7.0

２．資本剰余金     4,903 9.5 4,909 8.7   4,903 8.5

３．利益剰余金     10,631 20.5 11,446 20.3   11,232 19.5

４．自己株式     △26 △0.1 △28 △0.0   △31 △0.1

株主資本合計     19,521 37.6 20,341 36.1   20,117 34.9

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評 
価差額金 

    4,613 8.9 3,782 6.7   4,428 7.7

２．土地再評価差額金     △1,242 △2.4 △1,242 △2.2   △1,242 △2.2

評価・換算差額等合
計 

    3,371 6.5 2,540 4.5   3,186 5.5

Ⅲ 少数株主持分     85 0.2 3,026 5.4   3,047 5.3

純資産合計     22,978 44.3 25,908 46.0   26,351 45.7

負債純資産合計     51,867 100.0 56,338 100.0   57,695 100.0

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     22,153 100.0 23,464 100.0   42,608 100.0 

Ⅱ 売上原価     18,263 82.4 19,156 81.6   34,720 81.5

売上総利益     3,889 17.6 4,307 18.4   7,887 18.5

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   2,880 13.0 3,695 15.8   5,979 14.0

営業利益     1,009 4.6 611 2.6   1,908 4.5

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   7   10 14   

２．受取配当金   97   85 137   

３. 負ののれん償却額   －   96 －   

４．持分法による投資 
利益 

  139   24 156   

５．その他   110 354 1.6 73 291 1.2 158 466 1.1

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   107   108 211   

２．出荷調整金   －   23 －   

３．その他   80 188 0.9 82 215 0.9 171 383 0.9

経常利益     1,176 5.3 688 2.9   1,991 4.7

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ※２ 6   5 6   

２. ゴルフ会員権等売
却益 

  2   － 13   

３．投資有価証券売却
益 

  －   208 398   

４．その他   － 8 0.0 1 214 0.9 31 449 1.1

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産廃却損 ※３ 73   15 189   

２．減損損失 ※４  －   85 11   

３. 貸倒引当金繰入   －   13 16   

４．その他   － 73 0.3 2 116 0.4 230 450 1.1

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    1,111 5.0 786 3.4   1,990 4.7

法人税、住民税及
び事業税 

  349   315 650   

法人税等調整額   28 378 1.7 62 378 1.6 2 652 1.6

少数株主利益又は
少数株主損失(△) 

    16 0.1 △9 △0.0   20 0.0

中間(当期)純利益     716 3.2 417 1.8   1,317 3.1

            



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。  

   株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
         （百万円） 

3,402 3,994 10,110 △305 17,202 

中間連結会計期間中の変動額           

 新株の発行 610 607     1,217 

 剰余金の配当（注）     △183   △183 

 役員賞与（注）     △12   △12 

 中間純利益     716   716 

 自己株式の取得       △0 △0 

 自己株式の処分   301   279 581 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合
計        （百万円） 

610 909 520 278 2,318 

平成18年９月30日 残高 
       （百万円） 

4,013 4,903 10,631 △26 19,521 

  評価・換算差額等 

少数株主 
持分 

純資産合計
 

その他 
有価証券 
評価差額金 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
         （百万円） 

5,248 △1,242 4,006 71 21,280

中間連結会計期間中の変動額         

 新株の発行         1,217

 剰余金の配当（注）         △183

 役員賞与（注）         △12

 中間純利益         716

 自己株式の取得         △0

 自己株式の処分         581

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

△635 － △635 14 △620

中間連結会計期間中の変動額合
計        （百万円） 

△635 － △635 14 1,697

平成18年９月30日 残高 
       （百万円） 

4,613 △1,242 3,371 85 22,978



当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

   株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 
         （百万円） 

4,013 4,903 11,232 △31 20,117 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △204   △204 

 中間純利益     417   417 

 自己株式の取得       △0 △0 

 自己株式の処分   6   4 11 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合
計        （百万円） 

－ 6 213 3 223 

平成19年９月30日 残高 
       （百万円） 

4,013 4,909 11,446 △28 20,341 

  評価・換算差額等 

少数株主 
持分 

純資産合計
 

その他 
有価証券 
評価差額金 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日 残高 
         （百万円） 

4,428 △1,242 3,186 3,047 26,351

中間連結会計期間中の変動額         

 剰余金の配当         △204

 中間純利益         417

 自己株式の取得         △0

 自己株式の処分         11

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

△646 － △646 △20 △666

中間連結会計期間中の変動額合
計        （百万円） 

△646 － △646 △20 △443

平成19年９月30日 残高 
       （百万円） 

3,782 △1,242 2,540 3,026 25,908



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

3,402 3,994 10,110 △305 17,202 

連結会計年度中の変動額          

新株の発行 610 607     1,217 

剰余金の配当（注）     △183   △183 

役員賞与（注）     △12   △12 

固定資産圧縮積立金繰入額     △337   △337 

固定資産圧縮特別勘定積立金取
崩額 

    337   337 

当期純利益     1,317   1,317 

自己株式の取得       △2 △2 

自己株式の処分   301   279 581 

子会社化した会社の保有親会社
株式 

      △3 △3 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

610 909 1,122 273 2,915 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

4,013 4,903 11,232 △31 20,117 

  評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
  その他有価証券評

価差額金 
土地再評価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

5,248 △1,242 4,006 71 21,280 

連結会計年度中の変動額          

新株の発行         1,217 

剰余金の配当（注）         △183 

役員賞与（注）         △12 

固定資産圧縮積立金繰入額         △337 

固定資産圧縮特別勘定積立金取
崩額 

        337 

当期純利益         1,317 

自己株式の取得         △2 

自己株式の処分         581 

子会社化した会社の保有親会社
株式 

        △3 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△819 － △819 2,975 2,156 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△819 － △819 2,975 5,071 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

4,428 △1,242 3,186 3,047 26,351 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

        

税金等調整前中間（当期）
純利益 

  1,111 786 1,990 

減価償却費   744 972 1,539 

負ののれん償却額   － △96 － 

貸倒引当金の増減額（減
少：△) 

  1 21 △4 

退職給付引当金の増減額
（減少：△） 

  52 18 66 

役員退職慰労引当金の増減
額（減少：△） 

  △34 △430 △4 

受取利息及び配当金   △105 △96 △151 

支払利息   107 108 211 

持分法による投資損益
（益：△） 

  △139 △24 △156 

その他引当金の増減額（減
少：△） 

  △2 △52 61 

有形固定資産売却損益
（益：△） 

  △6 △5 △5 

有形固定資産廃却損   73 15 189 

減損損失   － 85 11 

投資有価証券売却損益
（益：△） 

  － △208 △398 

為替差損益（差益：△）   △0 1 0 

売上債権の増減額（増加：
△） 

  △1,096 △109 △25 

たな卸資産の増減額（増
加：△） 

  △89 △401 101 

その他流動資産の増減額
（増加：△） 

  662 △62 731 

仕入債務の増減額（減少：
△） 

  174 161 △207 

未払消費税等の増減額（減
少：△） 

  46 △38 27 

その他流動負債の増減額
（減少：△） 

  815 22 407 

役員賞与の支払額   △12 － △12 

預り保証金の増減額（減
少：△） 

  25 12 28 

その他   37 △23 72 

小計   2,364 655 4,473 

利息及び配当金の受取額   105 96 151 

利息の支払額   △101 △110 △208 

法人税等の支払額   △534 △368 △767 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

  1,833 272 3,649 

 



    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

        

定期預金の払戻による収入   10 － 10 

有形固定資産の取得による
支出 

  △875 △1,402 △1,920 

有形固定資産の売却による
収入 

  10 10 12 

無形固定資産の取得による
支出 

  △0 △60 △71 

投資有価証券の取得による
支出 

  △279 △1 △280 

投資有価証券の売却による
収入 

  － 231 462 

連結範囲の変更を伴う子会
社株式の取得による収入 

  － － 586 

短期貸付金の純増減額（増
加：△） 

  △101 △0 △2 

長期貸付けによる支出   △7 △1 △13 

長期貸付金の回収による収
入 

  7 4 70 

保証金の支払による支出   △24 △61 － 

保証金の回収による収入   82 218 69 

その他   △12 5 △20 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

  △1,192 △1,058 △1,098 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

        

短期借入金の純増減額（減
少：△） 

  △1,938 964 △1,872 

長期借入金の借入による収
入 

  800 － 800 

長期借入金の返済による支
出 

  △700 △516 △1,342 

社債の償還による支出   △50 △50 △100 

配当金の支払額   △182 △204 △183 

少数株主への配当金の支払
額  

  － △22 － 

自己株式の取得による支出   △0 △0 △2 

自己株式の売却による収入   581 8 581 

株式の発行による収入   1,217 － 1,217 

その他   △22 － △23 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

  △295 178 △925 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額 

  0 △1 △0 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額
（減少：△） 

  346 △608 1,624 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高 

  2,439 4,064 2,439 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期
末(期末)残高 

※１ 2,785 3,455 4,064 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 １ 連結の範囲に関する事項 １ 連結の範囲に関する事項 
  (1) 連結子会社の数 10社 

連結子会社の名称 
ウツイ・デイシイ興産㈱ 
㈱イチコー 
三盟産業㈱ 
末吉産業㈱ 
釼持工業㈱ 
三栄開発㈱ 
第一コンクリート㈱ 
横浜デイ・エム生コン㈱ 
㈱コンテ 
新生工業㈱ 

  (1) 連結子会社の数 11社
連結子会社の名称 
ウツイ・デイシイ興産㈱ 
㈱イチコー 
三盟産業㈱ 
末吉産業㈱ 
釼持工業㈱ 
三栄開発㈱ 
第一コンクリート㈱ 
横浜デイ・エム生コン㈱ 
㈱コンテ 
新生工業㈱ 
エバタ㈱ 

  (1) 連結子会社の数 11社 
連結子会社の名称 
ウツイ・デイシイ興産㈱ 
㈱イチコー 
三盟産業㈱ 
末吉産業㈱ 
釼持工業㈱ 
三栄開発㈱ 
第一コンクリート㈱ 
横浜デイ・エム生コン㈱ 
㈱コンテ 
新生工業㈱ 
エバタ㈱ 

（注） 
エバタ㈱は、株式の追加取得に
より子会社となったため、当連
結会計年度から連結の範囲に含
めております。 

２ 持分法の適用に関する事項 ２ 持分法の適用に関する事項 ２ 持分法の適用に関する事項 
  (1) 持分法適用の関連会社の数 

  ３社 
㈱三好商会 
エバタ㈱ 
野田生コン㈱ 

  (1) 持分法適用の関連会社の数
  ２社 

㈱三好商会 
野田生コン㈱ 

  (1) 持分法適用の関連会社の数
  ２社 

㈱三好商会 
野田生コン㈱ 

（注） 
エバタ㈱は、株式の追加取得に
より子会社となったため、当連
結会計年度から持分法の適用範
囲より除外しております。 

  (2) 持分法を適用していない関連
会社（太陽湘南コンクリート
㈱、関東機設㈱、大秀建設㈱、
㈱鈴木砂利店及び箕輪開発㈱）
につきましては、それぞれ中間
純損益及び利益剰余金等に及ぼ
す影響が軽微であり、かつ、全
体としても重要性がないため持
分法の適用範囲から除外してお
ります。 

  (2)  同左   (2）持分法を適用していない関連
会社（太陽湘南コンクリート
㈱、関東機設㈱、大秀建設㈱、
㈱鈴木砂利店及び箕輪開発㈱）
につきましては、それぞれ当期
純損益及び利益剰余金等に及ぼ
す影響が軽微であり、かつ、全
体としても重要性がないため持
分法の適用範囲から除外してお
ります。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関す
る事項 

３ 連結子会社の中間決算日等に関す
る事項 

３ 連結子会社の決算日等に関する事
項 

  連結子会社の中間決算日は、中間
連結決算日（９月30日）と一致し
ております。 

   同左   連結子会社の決算日は、連結決算
日（３月31日）と一致しておりま
す。  

４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項 
  (1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 
① 有価証券 

その他有価証券 
時価のあるもの 
…中間連結決算日の市
場価格等に基づく時価
法（評価差額は全部純
資産直入法により処理
し、売却原価は主とし
て移動平均法により算
定） 

  (1）重要な資産の評価基準及び評
価方法 

① 有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの 
…同左 

  (1）重要な資産の評価基準及び評
価方法 

① 有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの 
…連結決算日の市場価
格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資
産直入法により処理
し、売却原価は主とし
て移動平均法により算
定） 

  時価のないもの 
…移動平均法による原
価法 

  時価のないもの
…同左 

  時価のないもの 
…同左 

  ② たな卸資産 
…主として移動平均法に
よる原価法 

  ② たな卸資産
…同左 

  ② たな卸資産 
…同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）重要な減価償却資産の減価
償却の方法 

有形固定資産…定率法 
ただし、平成10年４月１
日以降に取得した建物
（附属設備を除く）、不
動産賃貸事業用資産及び
コンクリート二次製品事
業の有形固定資産は定額
法 

  (2）重要な減価償却資産の減価
償却の方法 

有形固定資産…定率法 
ただし、平成10年４月１
日以降に取得した建物
（附属設備を除く）、機
械装置のうち合成樹脂
（プラスチック）成型加
工用設備、不動産賃貸事
業用資産及びコンクリー
ト二次製品事業の有形固
定資産は定額法 

  (2）重要な減価償却資産の減価
償却の方法 

有形固定資産…定率法 
ただし、平成10年４月１
日以降に取得した建物
（附属設備を除く）、不
動産賃貸事業用資産及び
コンクリート二次製品事
業の有形固定資産は定額
法 

  主な耐用年数 
建物及び構築物 
…５年～47年 

  主な耐用年数
建物及び構築物 
…５年～47年 

  主な耐用年数 
建物及び構築物 
…５年～47年 

  機械装置及び運搬具 
…６年～13年 

  機械装置及び運搬具
…６年～13年 

  機械装置及び運搬具 
…６年～13年 

    
  

  (会計方針の変更）
当社及び連結子会社は、法人

税法の改正に伴い、当中間連結
会計期間より平成19年４月１日
以降に取得した有形固定資産に
ついて、改正後の法人税法に基
づく減価償却の方法に変更して
おります。 
 これにより営業利益、経常利
益及び税金等調整前中間純利益
が、それぞれ５百万円減少して
おります。 
 なお、セグメント情報に与え
る影響は、当該箇所に記載して
おります。 

   

    
  

  (追加情報）
当社及び連結子会社は、法人

税法の改正に伴い、平成19年３
月31日以前に取得した資産につ
いては、改正前の法人税法に基
づく減価償却の方法の適用によ
り取得価額の５％に到達した連
結会計年度の翌連結会計年度よ
り、取得価額の５％相当額と備
忘価額との差額を５年間にわた
り均等償却し、減価償却費に含
めて計上しております。 
 これにより営業利益、経常利
益及び税金等調整前中間純利益
が、それぞれ86百万円減少して
おります。 
 なお、セグメント情報に与え
る影響は、当該箇所に記載して
おります。 
  

   

  無形固定資産…定額法
ただし、採取権について
は生産高比例法 
なお、その他の無形固定
資産のうちソフトウェア
（自社使用）について
は、社内における見込利
用可能期間（５年）に基
づく定額法 

  無形固定資産…定額法
同左 

  無形固定資産…定額法
同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒
損失に備えるため、一般債
権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回
収可能性を勘案して回収不
能見込額を計上しておりま
す。 

  (3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金 

債権の貸倒れに備えるた
め、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上
しております。 

  (3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金 

同左 

  ② 修繕引当金 
当中間連結会計期間におい
て負担すべき耐火煉瓦、媒
体及びキルン修繕等に要す
る材料費並びに外注費のう
ち、未支出分を定期修理後
から当中間連結会計期間末
までの生産数量によって計
上しております。 

  ② 修繕引当金
同左 

  ② 修繕引当金 
当連結会計年度において負
担すべき耐火煉瓦、媒体及
びキルン修繕等に要する材
料費並びに外注費のうち、
未支出分を定期修理後から
当連結会計年度末までの生
産数量によって計上してお
ります。 

  ③ 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備える
ため、当中間連結会計期間
末における自己都合退職に
よる要支給額に基づき計上
しております。 

  ③ 退職給付引当金
同左 

  ③ 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備える
ため、当連結会計年度末に
おける自己都合退職による
要支給額に基づき計上して
おります。 

  ④ 役員退職慰労引当金 
役員退職慰労金の支給に充
てるため、内規に基づく当
中間連結会計期間末要支給
額の全額を計上しておりま
す。 

  ④ 役員退職慰労引当金
同左 

  ④ 役員退職慰労引当金 
役員退職慰労金の支給に充
てるため、内規に基づく当
連結会計年度末要支給額の
全額を計上しております。

  ⑤ 緑化対策引当金 
将来の林地開発跡地の緑化
のための支出に備えるた
め、当中間連結会計期間末
における必要な緑化対策費
用の見積額を計上しており
ます。 

  ⑤ 緑化対策引当金
同左 

  ⑤ 緑化対策引当金 
将来の林地開発跡地の緑化
のための支出に備えるた
め、当連結会計年度末にお
ける必要な緑化対策費用の
見積額を計上しておりま
す。 

  ⑥ 跡地整地引当金 
将来の砂利採取跡地の整地
のための支出に備えるた
め、当中間連結会計期間末
における必要な跡地整地費
用の見積額を計上しており
ます。 

  ⑥ 跡地整地引当金
同左 

  ⑥ 跡地整地引当金 
将来の砂利採取跡地の整地
のための支出に備えるた
め、当連結会計年度末にお
ける必要な跡地整地費用の
見積額を計上しておりま
す。 

  ―――――― 
  

  ⑦ 投資損失引当金
関係会社に対する投資等に
よる損失に備えるため、相
手先の財政状態及び経営成
績等を考慮して必要額を計
上しております。 

  ⑦ 投資損失引当金 
関係会社に対する投資等に
よる損失に備えるため、相
手先の財政状態及び経営成
績等を考慮して必要額を計
上しております。 
（追加情報） 
実質価額が著しく低下した
ものの回復可能性が見込め
ると判断した関係会社株式
について、将来の予測に不
確実な要因があるため、財
務健全性の観点から投資損
失引当金（２百万円）を計
上することとしたものであ
ります。 

  ―――――― 
  

  ⑧ 賞与引当金
一部の連結子会社におい
て、従業員への賞与支給に
備えるため、支給見込額の
当中間連結会計期間負担分
を計上しております。  

  ⑧ 賞与引当金 
一部の連結子会社におい
て、従業員への賞与支給に
備えるため、支給見込額の
当連結会計年度負担分を計
上しております。  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ―――――― 
  

  ⑨ 役員賞与引当金
役員賞与の支給に備えるた
め、当中間連結会計期間に
おける支給見込額に基づき
計上しております。 

  ⑨ 役員賞与引当金 
役員賞与の支給に備えるた
め、当連結会計年度におけ
る支給見込額に基づき計上
しております。 
（会計方針の変更） 
当連結会計年度より「役員
賞与に関する会計基準」
（企業会計基準第４号 平
成17年11月29日）を適用し
ております。この変更によ
る損益及びセグメント情報
へ与える影響は軽微であり
ます。  

  (4）重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によってお
ります。 

  (4）重要なリース取引の処理方法
同左 

  (4）重要なリース取引の処理方法
同左 

  (5) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて
は、特例処理の要件を満
たしている場合は特例処
理を採用しております。 

  (5) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 

同左 

  (5) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段、ヘッジ対象
及びヘッジ方針 
変動金利の借入金に関す
る金利変動リスクをヘッ
ジするために、社内管理
規定に基づき金利スワッ
プ契約を締結しておりま
す。 

  ② ヘッジ手段、ヘッジ対象
及びヘッジ方針 
同左 

  ② ヘッジ手段、ヘッジ対象
及びヘッジ方針 
同左 

  ③ ヘッジ有効性評価の方法 
特例処理によった金利ス
ワップについては、有効
性評価を省略しておりま
す。 

  ③ ヘッジ有効性評価の方法
同左 

  ③ ヘッジ有効性評価の方法
同左 

  (6）消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理は税抜
方式によっております。 

  (6）消費税等の会計処理
同左 

  (6) 消費税等の会計処理 
同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算
書における資金の範囲 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算
書における資金の範囲 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書に
おける資金の範囲 

  手許現金、随時引き出し可能な
預金及び容易に換金可能であ
り、かつ、価値の変動について
僅少なリスクしか負わない取得
日から３ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資からなってお
ります。 

  同左   同左



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

―――――― ―――――― （企業結合に係る会計基準等） 

当連結会計年度より、「企業結合

に係る会計基準」（平成15年10月31

日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第10号

最終改正平成18年12月22日）を適用

しております。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は22,892百万円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は23,304百万円でありま

す。 

 なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

（環境リサイクル・その他事業の会計

処理方法の変更） 

従来、セメント関連事業の原材料

費の低減のため受け入れた産業廃棄

物の処理収入を売上原価の控除科目

として計上しておりましたが、当中

間連結会計期間より同収入を環境リ

サイクル・その他事業の売上高に、

また同受入に係る売上原価相当額を

環境リサイクル・その他事業の受入

原価とし、かつセメント関連事業の

売上原価の控除科目として計上する

方法に変更しております。 

 この変更は、環境リサイクル・そ

の他事業の損益をより適正かつ明確

に表示するために行ったものであり

ます。 

 この変更により、従来の方法に比

べ、売上高は1,041百万円、売上原

価は1,039百万円、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利益は

2百万円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。 

―――――― （環境リサイクル事業の会計処理方法

の変更） 

従来、セメント関連事業の原材料

費の低減のため受け入れた産業廃棄

物の処理収入を売上原価の控除科目

として計上しておりましたが、当連

結会計年度より同収入を環境リサイ

クル事業の売上高に、また同受入に

係る売上原価相当額を環境リサイク

ル事業の受入原価とし、かつセメン

ト関連事業の売上原価の控除科目と

して計上する方法に変更しておりま

す。 

 この変更は、環境リサイクル事業

の損益をより適正かつ明確に表示す

るために行ったものであります。 

 この変更により、従来の方法に比

べ、売上高は1,982百万円、売上原

価は1,979百万円、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益は

2百万円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結損益計算書） 

   前中間連結会計期間まで、区分掲記しておりました

「コミットメントフィー」（当中間連結会計期間は11百

万円）は、営業外費用の総額の100分の10以下となった

ため、営業外費用の「その他」に含めて表示することに

しました。 

（中間連結貸借対照表） 

１．流動負債の「賞与引当金」は、前中間連結会計期間

は、流動負債の「未払費用」に含めて表示しておりまし

たが、金額的重要性が増したため区分掲記しておりま

す。 

 なお、前中間連結会計期間の「未払費用」に含まれて

いる「賞与引当金」の金額は50百万円であります。 

２．前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「預

り保証金」は、金額的重要性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示しております。 

 なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれてい

る「預り保証金」の金額は107百万円であります。 

（中間連結損益計算書） 

  営業外費用の「出荷調整金」は前中間連結会計期間

は、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりまし

たが、金額的重要性が増したため区分掲記しておりま

す。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれてい

る「出荷調整金」の金額は28百万円であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

は、31,295百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

は、35,923百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

は、35,153百万円であります。 

 ２．偶発債務 

(1) 保証債務（保証類似行為を含

む） 

①当社グループが下記の生コン

クリート協同組合と締結して

いる貸倒金損失負担協定等に

より計算される保証債務（保

証類似行為を含む）の金額の

うち、当社グループが負担す

べき金額は以下のとおりであ

ります。 

 ２．偶発債務 

(1) 保証債務（保証類似行為を含

む） 

①当社グループが下記の生コン

クリート協同組合と締結して

いる貸倒金損失負担協定等に

より計算される保証債務（保

証類似行為を含む）の金額の

うち、当社グループが負担す

べき金額は以下のとおりであ

ります。 

 ２．偶発債務 

(1) 保証債務（保証類似行為を含

む） 

①当社グループが下記の生コン

クリート協同組合と締結して

いる貸倒金損失負担協定等に

より計算される保証債務（保

証類似行為を含む）の金額の

うち、当社グループが負担す

べき金額は以下のとおりであ

ります。 

（百万円）

神奈川生コンクリ

ート協同組合 
413 

湘南生コンクリー

ト協同組合 
56 

計 469 

（百万円）

神奈川生コンクリ

ート協同組合 
477 

湘南生コンクリー

ト協同組合 
44 

東関東生コン協同

組合 
37 

千葉北部生コンク

リート協同組合  
17 

計 575 

（百万円）

神奈川生コンクリ

ート協同組合 
184 

湘南生コンクリー

ト協同組合 
40 

東関東生コン協同

組合 
38 

千葉北部生コンク

リート協同組合  
37 

計 300 

②設備資金の借入につき、下記

のとおり債務保証を行ってお

ります。 

②設備資金の借入につき、下記

のとおり債務保証を行ってお

ります。 

②設備資金の借入につき、下記

のとおり債務保証を行ってお

ります。 

湘南第一運輸㈱  9百万円 湘南第一運輸㈱  6百万円 湘南第一運輸㈱  7百万円

③リース会社に対する債務につ

き、下記のとおり債務保証を

行っております。 

③リース会社に対する債務につ

き、下記のとおり債務保証を

行っております。 

③リース会社に対する債務につ

き、下記のとおり債務保証を

行っております。 

湘南第一運輸㈱ 33百万円 湘南第一運輸㈱ 20百万円 湘南第一運輸㈱ 25百万円

  ④生コンクリート協同組合に対

する仕入債務につき、下記の

とおり債務保証を行っており

ます。 

④生コンクリート協同組合に対

する仕入債務につき、下記の

とおり債務保証を行っており

ます。 

  ㈱三好商会 69百万円 ㈱三好商会 61百万円

 ３．受取手形裏書譲渡高  ３．受取手形裏書譲渡高  ３．受取手形裏書譲渡高 

受取手形裏書譲渡高 359百万円 受取手形裏書譲渡高 －百万円 受取手形裏書譲渡高 －百万円

 



前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※４．担保に供している資産 ※４．担保に供している資産 ※４．担保に供している資産 

（百万円）

建物及び構築物 117 

機械装置及び運搬具 14 

土地 80 

計 212 

（百万円）

建物及び構築物 110 

機械装置及び運搬具 14 

土地 95 

保証金 72 

計 292 

（百万円）

建物及び構築物 112 

機械装置及び運搬具 14 

土地 95 

保証金 71 

計 294 

上記に対応する債務は次のとお

りであります。 

上記に対応する債務は次のとお

りであります。 

上記に対応する債務は次のとお

りであります。 

（百万円）

短期借入金 58 

長期借入金 52 

計 110 

（百万円）

支払手形 5 

買掛金 8 

短期借入金 41 

未払費用 0 

長期借入金 12 

計 68 

（百万円）

支払手形 5 

買掛金 12 

短期借入金 53 

未払費用 0 

長期借入金 29 

計 100 

 ※５．貸付有価証券  

投資有価証券には、貸付有価

証券が522百万円含まれておりま

す。 

 ※５．貸付有価証券  

投資有価証券には、貸付有価

証券が386百万円含まれておりま

す。 

 ※５．貸付有価証券 

投資有価証券には、貸付有価

証券が516百万円含まれておりま

す。 

 ※６. 中間連結会計期間末日満期手

形 

中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、当中

間連結会計期間の末日は金融機

関休業日でしたが、満期日に決

済が行われたものとして処理し

ております。当中間連結会計期

間末日満期手形の金額は、次の

とおりであります。 

 ※６. 中間連結会計期間末日満期手

形 

中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、当中

間連結会計期間の末日は金融機

関休業日でしたが、満期日に決

済が行われたものとして処理し

ております。当中間連結会計期

間末日満期手形の金額は、次の

とおりであります。 

 ※６. 連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、当連結会

計年度の末日は金融機関休業日

でしたが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しておりま

す。当連結会計年度末日満期手

形の金額は、次のとおりであり

ます。 

受取手形 924百万円

支払手形 619百万円

受取手形 1,052百万円

支払手形 769百万円

受取手形 1,103百万円

支払手形 781百万円



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要なものは次のとおりであ

ります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要なものは次のとおりであ

ります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要なものは次のとおりであ

ります。 

(百万円)

販売費  

運賃及び諸掛費 1,549

販売手数料 23

一般管理費  

従業員給料手当 512

退職給付引当金繰

入額 

36

役員退職慰労引当

金繰入額 

30

(百万円)

販売費  

運賃及び諸掛費 1,828

一般管理費  

従業員給料手当 672

退職給付引当金繰

入額 

73

役員退職慰労引当

金繰入額 

4

貸倒引当金繰入額 9

(百万円)

販売費  

運賃及び諸掛費 3,111

一般管理費  

従業員給料手当 1,049

退職給付引当金繰

入額 

67

役員退職慰労引当

金繰入額 

67

貸倒引当金繰入額 4

役員賞与引当金繰

入額  

12

※２．固定資産売却益は、主に機械

装置の売却によるものであり

ます。 

※２． 同左 ※２． 同左 

※３．固定資産廃却損は、主に機械

装置の除却によるものであり

ます。 

※３． 同左 ※３． 同左 

※４．   ───── ※４．減損損失 

当中間連結会計期間において、当

社グループは以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

当社の資産のグルーピングは、事

業の種類別セグメントを基準に行っ

ております。ただし、賃貸用資産及

び重要性のある遊休資産について

は、個々の物件を１つの単位として

グルーピングしております。 

連結子会社は原則として事業会社

を１つの資産グループとして資産を

グルーピングしております。ただ

し、賃貸用資産及び重要性のある遊

休資産については、個々の物件を１

つの単位としてグルーピングしてお

ります。  

その結果、収益性の低い賃貸用資

産及び将来の使用が見込まれない遊

休資産についてその帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額85

百万円を減損損失として特別損失に

計上しました。  

なお、当資産グループの回収可能

価額は正味売却価額により測定して

おり、正味売却価額は不動産鑑定評

価額等により評価しております。  

用途 場所 種類 

遊休資産 
宮城県黒川郡 

大郷町 
土地 

遊休資産  
千葉県富津市 

大堀西原 
土地 

※４．減損損失 

当連結会計年度において、当社グ

ループは以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

当社の資産のグルーピングは、事

業の種類別セグメントを基準に行っ

ております。ただし、賃貸用資産及

び重要性のある遊休資産について

は、個々の物件を１つの単位として

グルーピングしております。 

連結子会社は原則として事業会社

を１つの資産グループとして資産を

グルーピングしております。ただ

し、賃貸用資産及び重要性のある遊

休資産については、個々の物件を１

つの単位としてグルーピングしてお

ります。  

その結果、収益性の低い賃貸用資

産及び将来の使用が見込まれない遊

休資産についてその帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額11

百万円（賃貸用資産９百万円、遊休

資産２百万円）を減損損失として特

別損失に計上しました。  

なお、当資産グループの回収可能

価額は正味売却価額により測定して

おり、正味売却価額は不動産鑑定評

価額等により評価しております。  

用途 場所 種類 

賃貸用資産 
千葉県木更津市

貝渕他３件 
土地 他  

遊休資産  
千葉県富津市 

上飯野東外林 
土地 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加は、公募による新株式発行2,000千株と第三者割当による新株式発行452千株

であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

３．普通株式の自己株式の株式数の減少は、自己株式の処分に係る株式売出しによるものであります。  

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

該当事項はありません。 

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間

末株式数（千株） 

 発行済株式        

   普通株式 （注）1 31,696 2,452 － 34,148 

合計 31,696 2,452 － 34,148 

 自己株式         

   普通株式 （注）２，３ 1,266 0 1,170 96 

合計 1,266 0 1,170 96 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 183 6 平成18年３月31日 平成18年６月30日



当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少は、主に連結子会社が売却した自己株式（当社株式）の当社帰属分の減少

であります。  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間

末株式数（千株） 

 発行済株式        

   普通株式  34,148 － － 34,148 

合計 34,148 － － 34,148 

 自己株式         

   普通株式  106 1 14 93 

合計 106 1 14 93 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 204 6 平成19年３月31日 平成19年６月29日

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額 

（円）  

基準日 効力発生日 

平成19年11月14日 

取締役会 
普通株式 102 利益剰余金 3 平成19年９月30日 平成19年12月４日



前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加は、公募による新株式発行2,000千株と第三者割当による新株式発行452千株

であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加10千株は、単元未満株式の買取りによる増加４千株、子会社化した会社の

所有する自己株式（当社株式）の当社帰属分の増加５千株であります。 

３．普通株式の自己株式の株式数の減少1,170千株は、自己株式の処分に係る株式売出しによるものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当連結会計年度増加

株式数（千株） 

当連結会計年度減少

株式数（千株） 

当連結会計年度末 

株式数（千株） 

 発行済株式        

   普通株式 （注）1 31,696 2,452 － 34,148 

合計 31,696 2,452 － 34,148 

 自己株式         

   普通株式 （注）２，３ 1,266 10 1,170 106 

合計 1,266 10 1,170 106 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 183 6 平成18年３月31日 平成18年６月30日

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 204 利益剰余金  6 平成19年３月31日 平成19年６月29日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

（平成18年９月30日現在） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

（平成19年９月30日現在） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

（平成19年３月31日現在） 

（百万円）

現金及び預金勘定 2,785 

現金及び現金同等物 2,785 

（百万円）

現金及び預金勘定 3,455  

現金及び現金同等物 3,455  

（百万円）

現金及び預金勘定 4,064 

現金及び現金同等物 4,064 

※２   ―――――― ※２   ―――――― ※２ 株式の取得により新たに連結

子会社となった会社の資産及び

負債の主な内訳 

株式の取得により新たにエバ

タ㈱を連結したことに伴う連結

開始時の資産及び負債の内訳並

びに同社株式の取得価額と同社

取得のための支出（純額）との

関係は次のとおりであります。 

   

  

（百万円）

流動資産 4,610 

固定資産 4,135 

流動負債 △1,372 

固定負債 △1,354 

負ののれん △1,040 

少数株主持分  △2,961 

追加取得以前の親会社

持分  
△1,126 

同社株式の取得価額 889 

同社現金及び現金同等

物 
△1,475 

差引：同社取得による

収入 
586 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装
置及び
運搬具 

2,584 1,326 1,257 

その他
の有形
固定資
産 

100 65 35 

その他
（ソフト
ウエア） 

155 86 69 

合計 2,840 1,477 1,362 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装
置及び
運搬具 

2,169 1,121 1,047 

その他
の有形
固定資
産 

154 106 48 

その他
（ソフト
ウエア） 

109 65 43 

合計 2,433 1,294 1,139 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装
置及び
運搬具 

2,259 1,049 1,210 

その他
の有形
固定資
産 

189 121 67 

その他
（ソフト
ウエア）

159 101 57 

合計 2,608 1,272 1,335 

（注） 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

（注） 同左 （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

等 

未経過リース料中間期末残高相

当額  

未経過リース料中間期末残高相

当額  

未経過リース料期末残高相当額  

１年内    366百万円 

１年超    996百万円 

合計    1,362百万円 

１年内      406百万円

１年超     733百万円

合計    1,140百万円

１年内     389百万円

１年超      945百万円

合計   1,335百万円

（注） 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が、有形固

定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定し

ております。 

（注） 同左 （注） 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が、有形固定資産の

期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

支払リース料    216百万円

減価償却費相当額    216百万円

支払リース料    212百万円

減価償却費相当額    212百万円

支払リース料  369百万円

減価償却費相当額 369百万円

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内   36百万円

１年超   49百万円

合計    86百万円

１年内  23百万円

１年超   15百万円

合計    38百万円

１年内 36百万円

１年超 42百万円

合計  78百万円

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

はありません。 

 （減損損失について） 

   同左 

 （減損損失について） 

   同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円）

(1）株式 2,254 9,999 7,745 

(2）債券 － － － 

(3）その他 76 80 4 

合計 2,330 10,080 7,749 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 144 

  取得原価（百万円） 中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円）

(1）株式 2,137 8,491 6,354 

(2）債券 － － － 

(3）その他 76 78 2 

合計 2,213 8,570 6,356 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 152 



前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

  取得原価（百万円） 連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円）

(1）株式 2,156 9,697 7,541 

(2）債券 － － － 

(3）その他 76 81 4 

合計 2,233 9,779 7,545 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 152 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社の利用するデリバティブ取引

は、全てヘッジ会計が適用されてい

るため該当事項はありません。 

同左 同左 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注） １．事業区分は、製品の性質等の類似性に基づいて「セメント関連事業」、「骨材事業」、「生コンクリー

ト・コンクリート二次製品事業」及び「不動産賃貸事業」とし、それに属さない事業を「環境リサイク

ル・その他事業」といたしました。 

２．各事業の主な製品 

(1）セメント関連事業 

セメント、セラメント・固化材等スラグ関連製品他 

(2）骨材事業 

荒目砂、細目砂、砂利、砕石他 

(3）生コンクリート・コンクリート二次製品事業 

生コンクリート、化粧ブロック、舗装用ブロック等 

(4）不動産賃貸事業 

建物賃貸他 

(5）環境リサイクル・その他事業 

環境リサイクル事業、建材販売、販売代理業、貨物運送取扱業他 

３．会計処理の変更 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より

環境リサイクル・その他事業の売上及び売上原価計上方法の変更を行っております。 

 この変更により、従来の方法に比べ、環境リサイクル・その他事業に係る売上高は1,041百万円、売上原価

は926百万円、営業利益は115百万円増加し、セメント関連事業に係る売上原価は113百万円増加し、営業利益

は113百万円減少しております。 

  
セメント関
連事業 
(百万円) 

骨材事業 
(百万円) 

生コンクリ
ート・コン
クリート二
次製品事業 
(百万円) 

不動産賃貸
事業 

(百万円) 

環境リサイ
クル・その
他事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全
社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高                 

(1）外部顧客に対する売

上高 
4,716 6,125 7,281 420 3,608 22,153 － 22,153 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
418 389 77 127 199 1,212 (1,212) － 

計 5,135 6,515 7,358 548 3,807 23,365 (1,212) 22,153 

営業費用 4,876 6,387 7,232 343 3,506 22,345 (1,201) 21,143 

営業利益 258 127 126 205 301 1,020 (10) 1,009 



当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

（注） １．事業区分は、製品の性質等の類似性に基づいて「セメント関連事業」、「骨材事業」、「環境リサイクル

事業」、「不動産賃貸事業」、「生コンクリート・コンクリート二次製品事業」及び「管路事業」といた

しました。 

２．各事業の主な製品 

(1）セメント関連事業 

セメント、セラメント・固化材等スラグ関連製品他 

(2）骨材事業 

荒目砂、細目砂、砂利、砕石他 

(3）環境リサイクル事業 

リサイクル品の再資源化 

(4）不動産賃貸事業 

建物賃貸他 

(5）生コンクリート・コンクリート二次製品事業 

生コンクリート、化粧ブロック、舗装用ブロック等 

(6）管路事業 

管路製品他 

３．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び連結子会社は、法人税

法の改正に伴い、当中間連結会計期間より平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更により、従来の方法によった場合と比べ、当

中間連結会計期間における営業費用は「セメント関連事業」が２百万円、「骨材事業」が１百万円、「環境リ

サイクル事業」が０百万円、「不動産賃貸事業」が０百万円、「コンクリート・コンクリート二次製品事業」

が０百万円、「管路事業」が１百万円、「消去又は全社」が０百万円増加し、営業利益（又は営業損失）がそ

れぞれ同額減少しております。 

４．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び連結子会社は、法人税

法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この変更により、従来の

方法によった場合と比べ、当中間連結会計期間における営業費用は「セメント関連事業」が54百万円、「骨材

事業」が６百万円、「不動産賃貸事業」が９百万円、「コンクリート・コンクリート二次製品事業」が６百万

円、「管路事業」が９百万円、「消去又は全社」が０百万円増加し、営業利益（又は営業損失）がそれぞれ同

額減少しております。 

５．従来「環境リサイクル・その他事業」の区分に属しておりましたその他事業は、セメント関連事業に付随し

て行われることが多いことから、当中間連結会計期間より、所属する区分を「セメント関連事業」に変更いた

しました。 

 この結果、従来の方法に比べて当中間連結会計期間の売上高は、「セメント関連事業」が前中間連結会計期

間に比べ123百万円（うち、外部顧客に対する売上高は86百万円）増加し、「環境リサイクル事業」が同額減

少しております。営業費用は、「セメント関連事業」が前中間連結会計期間に比べ97百万円増加し、「環境リ

サイクル事業」が同額減少しております。 

 なお、前中間連結会計期間のセグメント情報を当中間連結会計期間において用いた事業区分の方法により区

分すると次のようになります。 

  
セメント
関連事業 
(百万円) 

骨材事業 
(百万円) 

環境リサイ
クル事業 
(百万円) 

不動産賃
貸事業 
(百万円) 

生コンク
リート・
コンクリ
ート二次
製品事業 
(百万円) 

管路事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高                   

(1）外部顧客に対する売

上高 
5,137 6,342 3,058 428 7,070 1,427 23,464 － 23,464 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
439 304 70 86 70 － 970 (970) － 

計 5,576 6,646 3,128 514 7,141 1,427 24,434 (970) 23,464 

営業費用 5,543 6,430 2,954 261 7,115 1,469 23,774 (922) 22,852 

営業利益（又は営業

損失） 
33 215 174 253 25 (42) 659 (48) 611 



前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注） １．事業区分は、製品の性質等の類似性に基づいて「セメント関連事業」、「骨材事業」、「環境リサイクル

事業」、「不動産賃貸事業」、「生コンクリート・コンクリート二次製品事業」及び「管路事業」といた

しました。 

２．各事業の主な製品 

(1）セメント関連事業 

セメント、セラメント・固化材等スラグ関連製品他 

(2）骨材事業 

荒目砂、細目砂、砂利、砕石他 

(3）環境リサイクル事業 

リサイクル品の再資源化 

(4）不動産賃貸事業 

建物賃貸他 

(5）生コンクリート・コンクリート二次製品事業 

生コンクリート、化粧ブロック、舗装用ブロック等 

(6）管路事業 

管路製品他 

３．会計処理方法の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より環境リサ

イクル事業の売上及び売上原価計上方法の変更を行っております。 

 この変更により、従来の方法に比べ、環境リサイクル事業に係る売上高は1,982百万円、売上原価は1,760百

万円、営業利益は221百万円増加し、セメント関連事業に係る売上原価は219百万円増加し、営業利益は219百

万円減少しております。 

  
セメント
関連事業 
(百万円) 

骨材事業 
(百万円) 

環境リサイ
クル事業 
(百万円) 

不動産賃
貸事業 
(百万円) 

生コンク
リート・
コンクリ
ート二次
製品事業 
(百万円) 

管路事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高                   

(1）外部顧客に対する売

上高 
4,803 6,125 3,521 420 7,281 － 22,153 － 22,153 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
435 389 182 127 77 － 1,212 (1,212) － 

計 5,239 6,515 3,703 548 7,358 － 23,365 (1,212) 22,153 

営業費用 4,957 6,387 3,424 343 7,232 － 22,345 (1,201) 21,143 

営業利益 281 127 279 205 126 － 1,020 (10) 1,009 

  
セメント
関連事業 
(百万円) 

骨材事業 
(百万円) 

環境リサイ
クル事業 
(百万円) 

不動産賃
貸事業 
(百万円) 

生コンク
リート・
コンクリ
ート二次
製品事業 
(百万円) 

管路事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高                  

(1）外部顧客に対する売

上高 
10,105 12,579 5,787 840 13,295 － 42,608 － 42,608 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
1,010 737 219 254 164 － 2,386 (2,386) － 

計 11,116 13,317 6,006 1,094 13,459 － 44,994 (2,386) 42,608 

営業費用 10,544 13,044 5,527 652 13,283 － 43,051 (2,351) 40,699 

営業利益 571 273 479 442 176 － 1,943 (34) 1,908 



４．従来「環境リサイクル・その他事業」の区分に属しておりましたその他事業は、セメント関連事業に付随し

て行われることが多いことから、当連結会計年度より、所属する区分を「セメント関連事業」に変更いたしま

した。 

 この結果、従来の方法に比べて当連結会計年度の売上高は、「セメント関連事業」が前連結会計年度に比べ

237百万円（うち、外部顧客に対する売上高は200百万円）増加し、「環境リサイクル事業」が同額減少してお

ります。営業費用は、「セメント関連事業」が前連結会計年度に比べ180百万円増加し、「環境リサイクル事

業」が同額減少しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 

至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）において、本邦以外の国又

は地域に所在する連結子会社及び在外支店はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。  

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至

平成19年３月31日） 

 財務諸表提出会社に海外売上高がありますが、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

 また、連結子会社の海外売上高はありません。  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象）  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

１株当たり純資産額（円） 672.29 671.90 684.57 

１株当たり中間(当期)純利益金

額（円） 
23.26 12.27 41.41 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額につい

ては、潜在株式が存在し

ないため記載しておりま

せん。 

同左 潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在し

ないため記載しておりま

せん。 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 716 417 1,317 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
716 417 1,317 

期中平均株式数（千株） 30,785 34,043 31,822 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

―――――― ――――――   平成19年３月29日開催の取締役

会において、公開買付者をシティ

グループ・ジャパン・インベスト

メンツ・エルエルシーとする㈱日

興コーディアルグループ株式等に

対する公開買付けに応募すること

を決議し、同公開買付けに131,000

株を応募しておりましたが、平成

19年４月26日付で同公開買付けが

成立し、特別利益が201百万円発生

いたしました。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   1,339   987 947   

２．受取手形 ※５ 1,346   1,373 1,354   

３．売掛金   5,589   5,213 4,958   

４．たな卸資産   881   1,148 767   

５．短期貸付金   15   293 64   

６．繰延税金資産   259   141 217   

７．その他 ※４ 232   183 188   

貸倒引当金   △8   △21 △20   

流動資産合計     9,656 22.3 9,320 21.9   8,477 19.7

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1) 建物   4,414   4,190 4,306   

(2) 構築物   1,997   1,930 1,975   

(3) 機械及び装置   4,419   4,369 4,642   

(4) 土地   6,341   6,266 6,336   

(5) 建設仮勘定   640   1,309 812   

(6) その他   103   165 176   

計   17,917   18,231 18,249   

２．無形固定資産           

(1) 採取権   2,403   2,376 2,447   

(2) その他   199   198 200   

計   2,602   2,575 2,648   

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※６ 12,007   7,942 9,012   

(2) 関係会社株式   －   3,935 3,990   

(3) 長期貸付金   397   303 320   

(4) その他   776   730 721   

貸倒引当金   △73   △120 △121   

投資損失引当金   －   △362 △362   

計   13,108   12,428 13,561   

固定資産合計     33,628 77.7 33,235 78.1   34,458 80.3

資産合計     43,284 100.0 42,556 100.0   42,936 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 ※５ 609   1,114 1,081   

２．買掛金   2,789   2,665 2,522   

３．短期借入金   3,852   8,050 4,197   

４．一年以内償還予定
社債 

  100   50 100   

５．未払金   390   263 509   

６．未払費用   1,372   1,544 1,348   

７．未払法人税等   231   267 210   

８．預り保証金   117   107 109   

９．修繕引当金   40   22 61   

10．役員賞与引当金   －   － 12   

11．その他 ※４ 607   204 289   

流動負債合計     10,111 23.4 14,289 33.5   10,443 24.3

Ⅱ 固定負債           

１．社債   50   － －   

２．長期借入金   5,420   1,670 4,935   

３．預り保証金   768   691 677   

４．繰延税金負債   3,391   2,705 3,256   

５. 再評価に係る繰延
税金負債 

  195   195 195   

６．退職給付引当金   758   789 775   

７．役員退職慰労引当
金 

  239   278 266   

８．緑化対策引当金   59   77 75   

９．跡地整地引当金   63   64 65   

10．債務保証損失引当
金 

  －   136 82   

11．その他   14   11 14   

固定負債合計     10,961 25.3 6,620 15.6   10,345 24.1

負債合計     21,072 48.7 20,910 49.1   20,789 48.4

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

 （純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     4,013 9.3 4,013 9.4   4,013 9.3

２．資本剰余金           

(1)資本準備金   4,588   4,588 4,588   

(2)その他資本剰余
金 

  315   315 315   

資本剰余金合計     4,903 11.3 4,903 11.5   4,903 11.4

３．利益剰余金           

(1)利益準備金   591   591 591   

(2)その他利益剰余
金 

          

特別償却準備金   0   － －   

固定資産圧縮積
立金 

  1,067   1,405 1,405   

固定資産圧縮特
別勘定積立金  

  337   － －   

研究積立金   21   21 21   

別途積立金   6,900   6,900 6,900   

繰越利益剰余金   1,126   1,331 1,199   

利益剰余金合計      10,044 23.2 10,249 24.1   10,117 23.6

４．自己株式     △5 △0.0 △7 △0.0   △7 △0.0

株主資本合計     18,955 43.8 19,158 45.0   19,026 44.3

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金 

    4,498 10.4 3,729 8.8   4,362 10.2

２．土地再評価差額金     △1,242 △2.9 △1,242 △2.9   △1,242 △2.9

評価・換算差額等合
計 

    3,256 7.5 2,487 5.9   3,120 7.3

純資産合計     22,212 51.3 21,646 50.9   22,147 51.6

負債純資産合計     43,284 100.0 42,556 100.0   42,936 100.0

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     14,443 100.0 13,936 100.0   28,318 100.0 

Ⅱ 売上原価     12,060 83.5 11,531 82.7   23,298 82.3

売上総利益     2,383 16.5 2,405 17.3   5,020 17.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    1,674 11.6 1,923 13.8   3,556 12.6

営業利益     708 4.9 481 3.5   1,463 5.1

Ⅳ 営業外収益 ※１   214 1.4 257 1.8   343 1.2

Ⅴ 営業外費用 ※２   146 1.0 194 1.4   336 1.1

経常利益     775 5.3 545 3.9   1,470 5.2

Ⅵ 特別利益 ※３   2 0.0 202 1.5   347 1.2

Ⅶ 特別損失 
※４ 
※６ 

  164 1.1 146 1.1   932 3.3

税引前中間（当
期）純利益 

    613 4.2 601 4.3   886 3.1

法人税、住民税及
び事業税 

  291   267 529   

法人税等調整額   38 330 2.3 △2 264 1.9 0 529 1.9

中間（当期）純利
益 

    283 1.9 337 2.4   356 1.2

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。  

   株主資本 

 

資本金 

 資本剰余金 利益剰余金  

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 

 

資本 

準備金 

その他 

資本 

剰余金 

資本 

剰余金

合計 

利益 

準備金

 その他利益剰余金 

利益 

剰余金 

合計  
特別 

償却 

準備金

固定 

資産 

圧縮 

積立金

固定資

産圧縮

特別 

勘定 

積立金

研究 

積立金

別途 

積立金

繰越 

利益 

剰余金 

平成18年３月31日 残高 

         （百万円） 
3,402 3,980 13 3,994 591 0 1,067 － 21 6,900 1,375 9,956 △283 17,069 

中間会計期間中の変動額                             

新株の発行 610 607   607                   1,217 

剰余金の配当（注）                     △183 △183   △183 

役員賞与（注）                     △12 △12   △12 

中間純利益                     283 283   283 

自己株式の取得                         △0 △0 

自己株式の処分     301 301                 279 581 

特別償却準備金の取崩額（注）           △0         0 －   － 

固定資産圧縮特別勘定積立金

の積立（注） 
              337     △337 －   － 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
                            

中間会計期間中の変動額合計  

（百万円） 
610 607 301 909 － △0 － 337 － － △249 87 278 1,885 

平成18年９月30日 残高 

         （百万円） 
4,013 4,588 315 4,903 591 0 1,067 337 21 6,900 1,126 10,044 △5 18,955 

  評価・換算差額等 

純資産 

合計 

 
その他有価証券

評価差額金 

土地再評価 

差額金 

評価・換算差額

等合計 
 

 

平成18年３月31日 残高（百万円） 5,099 △1,242 3,856 20,926 

中間会計期間中の変動額         

新株の発行       1,217 

剰余金の配当（注）       △183 

役員賞与（注）       △12 

中間純利益       283 

自己株式の取得       △0 

自己株式の処分       581 

特別償却準備金の取崩額（注）       － 

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立（注）       － 

株主資本以外の項目の中間会計期間中の変動額（純額） △600 － △600 △600 

中間会計期間中の変動額合計（百万円） △600 － △600 1,285 

平成18年９月30日 残高（百万円） 4,498 △1,242 3,256 22,212 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

   株主資本 

 

資本金 

 資本剰余金 利益剰余金  

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 

 

資本 

準備金 

その他 

資本 

剰余金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金

その他利益剰余金  

利益 

剰余金 

合計  

固定 

資産 

圧縮 

積立金 

研究 

積立金

別途 

積立金 

繰越 

利益 

剰余金 

平成19年３月31日 残高 

         （百万円） 
4,013 4,588 315 4,903 591 1,405 21 6,900 1,199 10,117 △7 19,026 

中間会計期間中の変動額                         

剰余金の配当                 △204 △204   △204 

中間純利益                 337 337   337 

自己株式の取得                     △0 △0 

自己株式の処分     0 0             0 0 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
                        

中間会計期間中の変動額合計  

（百万円） 
－ － 0 0 － － － － 132 132 △0 131 

平成19年９月30日 残高 

         （百万円） 
4,013 4,588 315 4,903 591 1,405 21 6,900 1,331 10,249 △7 19,158 

  評価・換算差額等 

純資産 

合計 

 
その他有価証券

評価差額金 

土地再評価 

差額金 

評価・換算差額

等合計 
 

 

平成19年３月31日 残高（百万円） 4,362 △1,242 3,120 22,147 

中間会計期間中の変動額         

剰余金の配当       △204 

中間純利益       337 

自己株式の取得       △0 

自己株式の処分       0 

株主資本以外の項目の中間会計期間中の変動額（純額） △633 － △633 △633 

中間会計期間中の変動額合計（百万円） △633 － △633 △501 

平成19年９月30日 残高（百万円） 3,729 △1,242 2,487 21,646 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主資
本合計資本準

備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

利益準
備金 

その他利益剰余金 

利益剰
余金合
計 

特別償
却準備
金 

固定資
産圧縮
積立金

固定資
産圧縮
特別勘
定積立
金  

研究積
立金  

別途積
立金 

繰越利
益剰余
金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

3,402 3,980 13 3,994 591 0 1,067 － 21 6,900 1,375 9,956 △283 17,069

事業年度中の変動額                            

新株の発行 610 607   607                   1,217

剰余金の配当（注）                     △183 △183   △183

役員賞与（注）                     △12 △12   △12

当期純利益                     356 356   356

自己株式の取得                         △2 △2

自己株式の処分     301 301                 279 581

特別償却準備金の取崩額
(注)            △0         0 －   －

固定資産圧縮積立金の積立             337         337   337

固定資産圧縮特別勘定積立
金の積立(注) 

              337     △337 －   －

固定資産圧縮特別勘定積立
金の取崩額               △337       △337   △337

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

                            

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

610 607 301 909 － △0 337 － － － △176 160 276 1,956

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 4,013 4,588 315 4,903 591 － 1,405 － 21 6,900 1,199 10,117 △7 19,026

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価 
差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 （百万円） 5,099 △1,242 3,856 20,926 

事業年度中の変動額        

新株の発行       1,217 

剰余金の配当（注）       △183 

役員賞与（注）       △12 

当期純利益       356 

自己株式の取得       △2 

自己株式の処分       581 

特別償却準備金の取崩額(注)       － 

固定資産圧縮積立金の積立       337 

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立(注)       － 

固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩額       △337 

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） △736 － △736 △736 

事業年度中の変動額合計 (百万円） △736 － △736 1,220 

平成19年３月31日 残高 （百万円） 4,362 △1,242 3,120 22,147 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2）たな卸資産 

主として移動平均法による原

価法 

(2）たな卸資産 

セメント部門に係る製品、半製

品及び原材料品は移動平均法に

よる原価法、骨材部門に係る商

品、製品及び原材料品は総平均

法による原価法 

(2）たな卸資産 

 同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く。）及び不動産賃貸事業用資

産は定額法 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く。）及び不動産賃貸事業用資

産は定額法  

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く。）及び不動産賃貸事業用資

産は定額法  

主な耐用年数 

建物…５年～47年 

機械装置…６年～13年 

主な耐用年数 

建物及び構築物 

５年～47年 

機械及び装置…６年～13年 

(会計方針の変更）  

法人税法の改正に伴い、当中間会

計期間より平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。 

 これにより営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益が、それぞれ２

百万円減少しております。 

主な耐用年数 

建物及び構築物 

５年～47年 

機械及び装置、車両及び運搬

具 

６年～13年 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (追加情報）  

法人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産につい

ては、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価額

の５％に到達した事業年度の翌事業

年度より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわたり

均等償却し、減価償却費に含めて計

上しております。 

 これにより営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益が、それぞれ68

百万円減少しております。 

 

(2）無形固定資産 

定額法 

ただし、採取権については生産

高比例法 

なお、ソフトウェア（自社使

用）については、社内における

見込利用期間（５年）に基づく

定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

  

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案して回

収不能見込額を計上しておりま

す。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

債権の貸倒れに備えるため、一

般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）修繕引当金 

当中間会計期間において負担す

べき耐火煉瓦、媒体及びキルン

修繕等に要する材料費並びに外

注費のうち、未支出分を定期修

理後から当中間会計期間末まで

の生産数量によって計上してお

ります。 

(2）修繕引当金 

同左 

(2）修繕引当金 

当事業年度において負担すべき

耐火煉瓦、媒体及びキルン修繕

等に要する材料費並びに外注費

のうち、未支出分を定期修理後

から当事業年度末までの生産数

量によって計上しております。

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

自己都合退職による要支給額に

基づき計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における自己

都合退職による要支給額に基づ

き計上しております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支給に充てる

ため、内規に基づく当中間会計

期間末要支給額の全額を計上し

ております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支給に充てる

ため、内規に基づく当事業年度

末要支給額の全額を計上してお

ります。 

(5）緑化対策引当金 

将来の林地開発跡地の緑化のた

めの支出に備えるため、当中間

会計期間末における必要な緑化

対策費用の見積額を計上してお

ります。 

(5）緑化対策引当金 

同左 

(5）緑化対策引当金 

将来の林地開発跡地の緑化のた

めの支出に備えるため、当事業

年度末における必要な緑化対策

費用の見積額を計上しておりま

す。 

(6）跡地整地引当金 

将来の砂利採取跡地の整地のた

めの支出に備えるため、当中間

会計期間末における必要な跡地

整地費用の見積額を計上してお

ります。 

(6）跡地整地引当金 

同左 

(6）跡地整地引当金 

将来の砂利採取跡地の整地のた

めの支出に備えるため、当事業

年度末における必要な跡地整地

費用の見積額を計上しておりま

す。 

―――――― 

  

(7）投資損失引当金 

関係会社に対する投資等による

損失に備えるため、相手先の財

政状態及び経営成績等を考慮し

て、必要額を計上しておりま

す。 

(7）投資損失引当金 

関係会社に対する投資等による

損失に備えるため、相手先の財

政状態及び経営成績等を考慮し

て、必要額を計上しておりま

す。 

（追加情報） 

実質価額が著しく低下したもの

の回復可能性が見込めると判断

した関係会社株式について、将

来の予測に不確実な要因がある

ため、財務健全性の観点から投

資損失引当金（362百万円）を

計上することとしたものであり

ます。 

―――――― 

  

(8）債務保証損失引当金 

保証債務を履行し、その履行に

伴う求償債権が回収不能になる

ことに備えるため、被保証先の

財政状態等を勘案して、個別に

算定した損失見込額を計上して

おります。 

(8）債務保証損失引当金 

保証債務を履行し、その履行に

伴う求償債権が回収不能になる

ことに備えるため、被保証先の

財政状態等を勘案して、個別に

算定した損失見込額を計上して

おります。 

（追加情報） 

被保証先の財政状態が悪化した

ため、当事業年度に債務保証損

失引当金（82百万円）を計上す

ることとしたものであります。

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

―――――― 

  

(9）役員賞与引当金 

役員賞与の支給に備えるため、

当中間会計期間における支給見

込額に基づき計上しておりま

す。 

(9）役員賞与引当金 

役員賞与の支給に備えるため、

当事業年度における支給見込額

に基づき計上しております。 

（会計方針の変更） 

当事業年度より「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準

第４号 平成17年11月29日）を

適用しております。この変更に

よる損益への影響は軽微であり

ます。 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

４．リース取引の処理方法 

同左 

４．リース取引の処理方法 

  同左 

５．ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて、特例処

理の要件を満たしている場合は

特例処理を採用しております。 

５．ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

５．ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 同左 

② ヘッジ手段、ヘッジ対象及び

ヘッジ方針 

変動金利の借入金に関する金利

変動リスクをヘッジするため

に、社内管理規定に基づき金利

スワップ契約を締結しておりま

す。 

② ヘッジ手段、ヘッジ対象及び

ヘッジ方針 

同左 

② ヘッジ手段、ヘッジ対象及び

ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によった金利スワップ

については、有効性評価を省略

しております。 

③ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

③ ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

６．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜き方式によっております。 

６．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

６．その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当

する金額は22,212百万円でありま

す。 

なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は22,147百万円であります。 

なお、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 

（環境リサイクル・その他事業の会計

処理方法の変更） 

従来、セメント関連事業の原材料

費の低減のため受け入れた産業廃棄

物の処理収入を売上原価の控除科目

として計上しておりましたが、当中

間会計期間より同収入を環境リサイ

クル・その他事業の売上高に、また

同受入に係る売上原価相当額を環境

リサイクル・その他事業の受入原価

とし、かつセメント関連事業の売上

原価の控除科目として計上する方法

に変更しております。 

この変更は、環境リサイクル・そ

の他事業の損益をより適正かつ明確

に表示するために行ったものであり

ます。 

この変更により、従来の方法に比

べ、売上高は1,139百万円、売上原価

は1,137百万円、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益は2百万円増加

しております。 

―――――― （環境リサイクル・その他事業の会計

処理方法の変更） 

従来、セメント関連事業の原材料費

の低減のため受け入れた産業廃棄物の

処理収入を売上原価の控除科目として

計上しておりましたが、当事業年度よ

り同収入を環境リサイクル事業の売上

高に、また同受入に係る売上原価相当

額を環境リサイクル事業の受入原価と

し、かつセメント関連事業の売上原価

の控除科目として計上する方法に変更

しております。 

この変更は、環境リサイクル事業の

損益をより適正かつ明確に表示するた

めに行ったものであります。 

この変更により、従来の方法に比

べ、売上高は2,191百万円、売上原価

は2,189百万円、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益は2百万円増加

しております。 



表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

―――――― （中間貸借対照表） 

  投資その他の資産の「関係会社株式」は、前中間会

計期間は投資その他の資産の「投資有価証券」に含め

て表示しておりましたが、金額的重要性が増したため

区分掲記しております。 

 なお、前中間会計期間の「投資有価証券」に含まれ

ている「関係会社株式」の金額は2,642百万円であり

ます。 



注記事項 

(1）中間貸借対照表関係 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  28,008百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

  28,766百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

  28,142百万円

 ２ 受取手形裏書譲渡高  

  444百万円

 ２ 受取手形裏書譲渡高 

  －百万円

 ２ 受取手形裏書譲渡高 

  －百万円

 ３ 偶発債務 

取引に対する保証債務 

ウツイ・デイ

シイ興産㈱ 
366百万円

 ３ 偶発債務 

取引に対する保証債務 

ウツイ・デイ

シイ興産㈱ 
311百万円

 ３ 偶発債務 

取引に対する保証債務 

ウツイ・デイ

シイ興産㈱ 
326百万円

銀行借入等に対する保証債務及

び保証予約 

第一コンクリ

ート㈱ 
100百万円

新生工業㈱ 2,348百万円

計 2,448百万円

銀行借入等に対する保証債務及

び保証予約 

新生工業㈱ 1,948百万円

銀行借入等に対する保証債務及

び保証予約 

新生工業㈱ 2,098百万円

リース契約に対する保証債務 

第一コンクリ

ート㈱ 
253百万円

釼持工業㈱ 215百万円

計 468百万円

リース契約に対する保証債務 

第一コンクリ

ート㈱ 
168百万円

釼持工業㈱ 155百万円

計 323百万円

リース契約に対する保証債務 

第一コンクリ

ート㈱ 
209百万円

釼持工業㈱ 228百万円

計 437百万円

※４ 消費税等 

仮受消費税等を、仮払消費税等

と相殺のうえ「流動負債」の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※４ 消費税等 

仮受消費税等を、仮払消費税等

と相殺のうえ「流動資産」の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※４    ―――――― 

  

※５ 中間期末日満期手形 

中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、当中間会計

期間末日は金融機関休業日でし

たが、満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。

当中間会計期間末日満期手形の

金額は、次のとおりでありま

す。 

受取手形 151百万円

支払手形 36百万円

※５ 中間期末日満期手形 

中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、当中間会計

期間末日は金融機関休業日でし

たが、満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。

当中間会計期間末日満期手形の

金額は、次のとおりでありま

す。 

受取手形 187百万円

支払手形 91百万円

※５ 期末日満期手形 

期末日満期手形の処理について

は、当事業年度末日は金融機関

休業日でしたが、満期日に決済

が行われたものとして処理して

おります。当事業年度末日満期

手形の金額は、次のとおりであ

ります。 

  

受取手形 267百万円

支払手形 133百万円

※６ 貸付有価証券 

投資有価証券には、貸付有価証

券が522百万円含まれておりま

す。 

※６ 貸付有価証券 

投資有価証券には、貸付有価証

券が386百万円含まれておりま

す。 

※６ 貸付有価証券 

投資有価証券には、貸付有価証

券が516百万円含まれておりま

す。 



(2）中間損益計算書関係 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 2百万円

受取配当金 110百万円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 4百万円

受取配当金 169百万円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 11百万円

受取配当金 148百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 71百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 74百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 141百万円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

土地売却益 0百万円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券売

却益 
201百万円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券売

却益 
302百万円

※４ 特別損失のうち主要なもの 

有形固定資産廃

却損 
72百万円

関係会社株式評

価損 
92百万円

※４ 特別損失のうち主要なもの 

減損損失 85百万円

債務保証繰入額 53百万円

※４ 特別損失のうち主要なもの 

有形固定資産廃

却損 
187百万円

関係会社株式評

価損 
95百万円

投資損失引当金

繰入 
362百万円

 ５ 減価償却実施額  

有形固定資産 553百万円

無形固定資産  86百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 646百万円

無形固定資産  96百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,144百万円

無形固定資産  173百万円

※６    ―――――― ※６ 減損損失 

当中間会計期間において、当社

は以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

当社の資産のグルーピングは、

事業の種類別セグメントを基準に

行っております。ただし、賃貸用

資産及び重要性のある遊休資産に

ついては、個々の物件を１つの単

位としてグルーピングしておりま

す。 

その結果、収益性の低い賃貸用

資産及び将来の使用が見込まれな

い遊休資産についてその帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該

減少額85百万円を減損損失として

特別損失に計上しました。  

なお、当資産グループの回収可

能価額は正味売却価額により測定

しており、正味売却価額は不動産

鑑定評価額等により評価しており

ます。  

用途 場所 種類 

遊休資産 
宮城県黒川郡

大郷町 
土地 

遊休資産  
千葉県富津市

大堀西原 
土地  

※６ 減損損失 

当事業年度において、当社は以

下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

当社の資産のグルーピングは、

事業の種類別セグメントを基準に

行っております。ただし、賃貸用

資産及び重要性のある遊休資産に

ついては、個々の物件を１つの単

位としてグルーピングしておりま

す。 

その結果、収益性の低い賃貸用

資産及び将来の使用が見込まれな

い遊休資産についてその帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該

減少額11百万円（賃貸用資産９百

万円、遊休資産２百万円）を減損

損失として特別損失に計上しまし

た。  

なお、当資産グループの回収可

能価額は正味売却価額により測定

しており、正味売却価額は不動産

鑑定評価額等により評価しており

ます。  

用途 場所 種類 

賃貸用資産
千葉県木更津

市貝渕他３件 
土地 他 

遊休資産  
千葉県富津市

上飯野東外林 
土地  



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少1,170千株は、自己株式の処分に係る株式売出しによるものであります。 

当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の売渡しによるものであります。  

前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少は、自己株式の処分に係る株式売出しによるものであります。  

次へ 

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少

株式数（千株） 

当中間会計期間末株

式数（千株） 

   普通株式  1,190 0 1,170 20 

合計 1,190 0 1,170 20 

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少

株式数（千株） 

当中間会計期間末株

式数（千株） 

   普通株式 24 1 0 25 

合計 24 1 0 25 

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当事業年度増加株式

数（千株） 

当事業年度減少株式

数（千株） 

当事業年度末株式数

（千株） 

   普通株式 1,190 4 1,170 24 

合計 1,190 4 1,170 24 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンスリース取引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び中間期末残高相当額 

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンスリース取引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び中間期末残高相当額 

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンスリース取引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械及
び装置 1,075 642 433 

(有形
固定資
産) 
その他 

74 53 20 

無形固
定資産 151 83 68 

合計 1,301 778 522 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械及
び装置 653 248 404

(有形
固定資
産) 
その他 

22 10 12

無形固
定資産 101 61 39

合計 777 320 456

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械及
び装置 651 275 376

(有形
固定資
産) 
その他

56 42 14

無形固
定資産 151 98 53

合計 860 415 444

（注）取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

（注） 同左 （注）取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

２．未経過リース料中間期末残高相当

額等 

２．未経過リース料中間期末残高相当

額等 

２．未経過リース料期末残高相当額 

未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 

  （百万円）

１年内 141 

１年超 381 

合計 522 

  （百万円）

１年内 136 

１年超 321 

合計 457 

  （百万円）

１年内 119 

１年超 324 

合計 444 

（注）未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しており

ます。 

（注） 同左 （注）未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

３．支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及び

減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及び

減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及び

減損損失 

  （百万円）

支払リース

料 
105 

減価償却費

相当額 
105 

  （百万円）

支払リース

料 
72 

減価償却費

相当額 
72 

  （百万円）

支払リース

料 
143 

減価償却費

相当額 
143 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

Ⅱ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンスリース取引（貸主側） 

未経過リース料中間期末残高相当額 

Ⅱ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンスリース取引（貸主側） 

未経過リース料中間期末残高相当額

Ⅱ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンスリース取引（貸主側） 

未経過リース料期末残高相当額 

  （百万円）

１年内 19 

１年超 126 

合計 146 

  （百万円）

１年内 23 

１年超 114 

合計 137 

  （百万円）

１年内 24 

１年超 110 

合計 134 

（注）上記は全て転貸リース取引に係

る貸主側の未経過リース料中間期

末残高相当額であります。 

（注） 同左 （注）上記は全て転貸リース取引に係

る貸主側の未経過リース料期末残

高相当額であります。 

なお、当該転貸リース取引はお

おむね同一の条件で関係会社にリ

ースしているのでほぼ同額の残高

が上記借主側の未経過リース料中

間期末残高相当額に含まれており

ます。  

  なお、当該転貸リース取引はお

おむね同一の条件で関係会社にリ

ースしているのでほぼ同額の残高

が上記借主側の未経過リース料期

末残高相当額に含まれておりま

す。 

Ⅲ オペレーティング・リース取引 Ⅲ オペレーティング・リース取引 Ⅲ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

  （百万円）

１年内 20 

１年超 25 

 合計 45 

  （百万円）

１年内 16 

１年超 8 

 合計 25 

  （百万円）

１年内 17 

１年超 17 

 合計 35 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

はありません。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間末（平成18年９月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末（平成19年９月30日） 

  

前事業年度末（平成19年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの  

  
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 2,050 1,099 △951 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの  

  
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 1,993 1,351 △642 

内容 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額（円） 650.86 634.35 649.03 

１株当たり中間（当期）純利益金

額（円） 
9.18 9.88 11.17 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額につい

ては、潜在株式が存在し

ないため、記載しており

ません。 

同左 潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在し

ないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 283 337 356 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
283 337 356 

期中平均株式数（千株） 30,861 34,123 31,898 



（重要な後発事象）  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

―――――― ――――――   平成19年３月29日開催の取締役

会において、公開買付者をシティ

グループ・ジャパン・インベスト

メンツ・エルエルシーとする㈱日

興コーディアルグループ株式等に

対する公開買付けに応募すること

を決議し、同公開買付けに131,000

株を応募しておりましたが、平成

19年４月26日付で同公開買付けが

成立し、特別利益が201百万円発生

いたしました。 



(2）【その他】 

平成19年11月14日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額……………………102百万円 

（ロ）１株当たりの金額…………………………………３円00銭 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成19年12月４日 

（注）平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第４期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月29日関東財務局長に提出。 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年10月23日関東財務局長に提出。 

事業年度（第４期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

(3) 半期報告書の訂正報告書 

平成19年12月14日関東財務局長に提出。 

事業年度（第４期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書でありま

す。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成１８年１２月１９日

株式会社 デイ・シイ    

  取 締 役 会 御 中 

  新日本監査法人

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 高山 秀廣  印 

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 大津 素男  印 

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 神尾 忠彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社デイ・シイの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４

月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社デイ・シイ及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連

結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成１９年１２月１３日

株式会社 デイ・シイ    

  取 締 役 会 御 中 

  新日本監査法人

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 高山 秀廣  印 

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 大津 素男  印 

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 神尾 忠彦  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社デイ・シイの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結

損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社デイ・シイ及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連

結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成１８年１２月１９日

株式会社 デイ・シイ    

  取 締 役 会 御 中 

  新日本監査法人

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 高山 秀廣  印 

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 大津 素男  印 

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 神尾 忠彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社デイ・シイの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第４期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月

１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社デイ・シイの平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４

月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財

務諸表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成１９年１２月１３日

株式会社 デイ・シイ    

  取 締 役 会 御 中 

  新日本監査法人

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 高山 秀廣  印 

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 大津 素男  印 

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 神尾 忠彦  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社デイ・シイの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第５期事業年度の中間会計期間（平成

１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社デイ・シイの平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年４

月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財

務諸表に添付する形で別途保管しております。 
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